P2P技術を用いたソフトウエアをめぐる法的問題

１．P2Pによるファイル交換の法的問題

(1)何が問題か？

Peer to Peer、つまり、ユーザー同士を結びつけファイルの送受信を可能にするこの技術は、著作物である音楽のデータや映画のデータをやり取りするために用いられたことから問題となった。なぜ用いられたか？それは著作権侵害を上手く隠すことが出来たからである。

その問題の第一は各ユーザーの間で行われる著作物のやり取りが私的使用目的複製やフェアユースだと主張されうる点である。この点を克服しても第二に権利侵害を捕捉することが困難な点が依然として残っている。
(2)私的使用目的複製／フェアユースか？
まず、第一の問題点について、日本においては特定多数への送信を「公衆送信」と捉える。一回一回の行為は一対一の特定人への送信であったとしても総体として公衆への送信と見るのである。この「公衆送信」を行うことも著作権者の権利に含めているので、第一の点はクリアできる。
アメリカにおいては、フェアユースの要件をクリアしなければならないが、多くの場合、その用途が適切でない（例えばタダで著作物を利用したいなどという目的では適切とはみなされないだろう）、数量が多い（場合によっては百人ちかくに送信を行う）、市場への影響が大きい（音楽レコード市場に打撃を与える）との理由からフェアユースに該当しない、と言えるだろう。

(3)P2Pファイル交換サービス提供者は著作権侵害の主体か？
しかし、直接著作物を送信しているユーザーに対し訴訟を起こすのは膨大な労力と費用が掛かる。そのようなサービスを提供している者に対して著作権侵害が認められれば強力である。
だが、直接著作権を侵害していない者に対してどう著作権侵害を構成するか、これが最大の問題であった。
２．日本における事例―ファイルローグ事件―

(1)事実の概要

カナダの企業（MMO社）が提供するファイルローグというソフトウエアは、これを導入すると、ユーザーの特定のフォルダに含まれる音楽データのファイル名を自動で取得し、そのファイル名一覧を自らのサーバーで検索可能な状態し、同時にユーザーが他のユーザーの持つデータのファイル名をMMO社のサーバーから検索できるようにするものである。もしマッチするファイルが存在する場合には、そのファイルを持つユーザーのアドレスが自動で送られ、自動で送受信が開始する仕組みとなっていた。

これにより多くの著作権が存在する音楽のデータが著作権者の意に反してやり取りされた。そこで、JASRACならびにレコード会社が著作権ないしは著作隣接権侵害であるとして、MMO社を提訴したのである。

まず送信可能化の禁止を求める仮処分申請が行われ、その後本案の審理が行われている。なお、著作権侵害と著作隣接権侵害は別々の裁判で行われているが、判決はほぼ同日に、その内容もほぼ同じである。

(2)判決の概要

仮処分決定、地裁判決、高裁判決ともほぼ一致して、①被告の行為の性質は著作権侵害を幇助するものであること、②被告がいてはじめて送信可能化がされているのであり被告の管理によりユーザーの著作権侵害が行われていると評価できること、③広告収入があるほか将来有料化する予定があり現在料金対価を得ていなくても満足度を高めることは将来の利益に繋がるのであり被告が利益を得ていると評価できること、の以上3点から著作権侵害の主体と解されるとした。

(3)解説

判決が用いた、①行為の性質、②管理性、③直接の利益の存在、という基準は、クラブキャッツアイ事件（最高裁昭和63年3月15日判決）で示された基準である。従来の判例の枠組みでP2P技術を用いたファイル交換ソフトによる著作権侵害を違法化したものとして、評価されている。

なお、ここで用いられた判断基準はアメリカにおける代位責任の枠組みに類似している。②、③は論を俟たず、①はさほど重点の置かれる要件ではないようであるので、同一に見てもそれほど齟齬は無いだろう。

(4)本枠組みの他のファイル交換ソフトへの適用可能性

上記枠組みの①についてはおよそ様態を問題とするので、状況により左右されるだろうが、②、③についてはファイル交換ソフトの性質によっても異なる。日本で問題となったファイル交換ソフトにおいて検討すると以下のようになる。

	
	ファイルローグ

（中央管理型）
	WinMX

（中央管理型）
	ｗinny

（分散型）

	提供者による管理
	○
	○
	×

	提供者に直接の利益が存在
	○
	×

(利益をあげる手段が無かった。なぜ管理できたかは未だに謎。)
	×

(利益をあげる手段が無い。)

	ファイルローグ事件判決の枠組みにおける著作権侵害の成否
	○
	×
	×


ファイルローグの枠組みで処理する限り、WinMXのような中央管理型であっても利益をあげていないもの（実際は管理コスト負担が困難であるので今後出てくることはないであろう）、winnyのような分散型は著作権侵害の主体ということが出来ない。民法の共同不法行為責任を追求できるだけにとどまる。これでは損害賠償しか認められず、実効的な阻止が困難になるだろう。

なお、現在、刑事事件ではあるが、winnyの作者が著作権侵害に問われている。こちらは、著作権侵害幇助罪の成否が争点になっており行方が注目される。

	
	法令
	要件
	主な事例

	民事責任
	直接侵害責任
	著作権法§112

＋民法§709
	①侵害行為主体
	

	
	代位侵害責任？

（実質的行為者）
	著作権法§112

＋民法§709
	①行為の内容・性質が正当でない

②直接侵害を管理

③直接侵害により経済的利益を得ている
	クラブキャッツアイ事件

ファイルローグ事件

	
	寄与侵害責任？

（教唆・幇助）
	民法§721Ⅱ
	①販売物等を使用すると直接侵害

②直接侵害を管理

③提供により利益
	カラオケ機リース事件

	刑事責任
	直接侵害責任
	著作権法§119以下


	①侵害行為主体
	

	
	教唆・幇助
	著作権法§119以下

＋刑法§61・§62
	？
	Winny事件（未判決）


３．アメリカにおける事例
(1)ナップスター事件
,

中央管理型のファイル交換ソフトであるナップスターを提供する会社に対し、著作権侵害（寄与侵害責任、代位責任）が争われた事案である。2001年2月12日に巡回控訴審裁判所で出された本判決は、上級審での初のP2Pに対する判断として注目された。

　①寄与侵害の成否

寄与侵害については①直接侵害の認識、②直接侵害の助長、および③侵害しない使用法が無い、の以上3つが求められる。なお、③はベータマックス事件で示された免責基準である。

本件における成否については、①直接侵害の可能性を知っていただけでは、侵害の認識があったとはいえず、直接侵害が生じていることを知っていた又は知る相当な理由が必要という一般論を立てた上で、ナップスターには直接侵害が生じていることの認識はあったとし、②直接侵害のための場所を提供したことは助長行為に当たる、とした。その上で③については、商業上有意義に使用される可能性があるベータマックスと、商業上の有意義さが無い本件は同列に考えられないとした。

結果として、寄与侵害は成立するとした。

　②代位責任の成否

代位責任については①管理、②直接の利益の2点が求められる。

本件において①は、侵害をコントロールする権限の有無があったかが基準になるとした上で、システムとしてこれが可能であったことより肯定、②についてはユーザー増加により将来の潜在的利益が増える点から肯定。

結果として代位責任は成立するとした。

(2)グロックスター事件
,

分散型のファイル交換ソフトを提供するグロックスター社に対し、著作権侵害（直接侵害責任、寄与侵害責任）が争われた事案である。控訴審では、分散型であるがゆえに直接侵害行為を助長していないとして寄与侵害責任を否定されていた。

最高裁判所は寄与侵害の成否について、ベータマックス事件で示された枠組み（①直接侵害の認識、②直接侵害の助長、および③侵害しない使用法が無い）は侵害を奨励するような言動があった場合には適用されないとした上で、カレム対ハーパー・ブラザーズ事件判決
で示された「著作権侵害のための使用を奨励する意図を持ってその道具を配布するものは結果として生じた第三者による侵害行為についても責任を負う」との枠組みに沿って判断し、本件においてはグロックスターがナップスターに代わるなど喧伝していた点など著作権侵害を奨励していた事実があるとして、二次的に生じた著作権侵害の責任を負うとされた。

(3)小括

	
	中央管理型
	分散型
	要件

	直接侵害責任
	×


	×

(Grokster控訴審)
	①侵害行為主体

	代位侵害責任
（実質的行為者）
	○

(Napster)


	×

(Grokster控訴審)


	①直接侵害を管理

②直接侵害により経済的利益を得ている

	寄与侵害責任
（教唆・幇助）
	○

(Napster)


	していない場合
？


	侵害を奨励した場合

○

(Grokster最高裁)
	①直接侵害を認識

②直接侵害を助長

③侵害しない使用法が無い(ベータマックス判決)

	
	
	
	
	①直接侵害を奨励して間接侵害品を頒布
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